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平成１９年３月期 個別中間財務諸表の概要 平成18年10月30日

       

上 場 会 社 名 株式会社クレスコ   上場取引所 東 

コ ー ド 番 号 4674    本社所在都道府県 

 

東京都 

（ＵＲＬ http://www.cresco.co.jp/）     

 氏名 修一 

ＴＥ 03-5769-8011 

日  配当 始 2月4日 

 ） 

.18年9月中間期の業績（平成18年4月1日～平成18年9月30日） 

（記載金額は百万円未満切捨て表示）

上高 営業利益 

代 表 者 役職名 代表取締役社長 熊澤   

問合せ先責任者 役職名 取締役経理部長 氏名 山田 則夫 Ｌ

 

決算取締役会開催  平成18年10月30日   支払開 日 平成18年1

単元株制度採用の有無 有（１単元 100株      

 

１

(1)経営成績   

 売 経常利益 

 百 ％ ％ ％万円 百万円 百万円 

18年9月中間期 5,2 4. 1 △19. 3 △0.00 4 80 1 78 5 

17年9月中間期 4,982 6.1 223 6.5 380 7.5 

18年3月期 10,207  481  796  

 中間(当期)純利益 １株当たり中間(当期)純利益  

 ％   百万円 円  銭 

18年9月中間期 △1 － △18  20   45  

17年9月中間期 227 △74.2 34 99   

18年3月期 339  49 85   

(注)① 期中平均株式数 期 6,515 株 17年9月 02,744株 18年3月期 6,510,132株18年9月中間 ,537 中間期 6,5  

② 会計処理の変更 無  

③ 売上高、営業利益、経 益、 間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 

)財政状態       

総資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

常利 中

(2

 純資産 

 百万円 円 ％ 百万 円  銭 

18年9月中間期 12,1 8,9 73. 1,41176 96 9  76 

17年9月中間期 13,983 10,266 73.4 1,576 78 

18年3月期 13,784 10,301 74.7 1,575 14 

(注)① 期末発行済株式数 18年  6,372,780株 中間期 6,510,794株 18年 6, 636株9月中間期 17年9月 3月期 530,

② 期末自己株式数 18年9月中間期 935,274株 17年9月中間期 797,260株 18年3月期 777,418株

 

.19年3月期の業績予想(平成18年4月1日～平成19年3月31日) 

経常利益 当期純利益 

 

２

 売上高 

百万円 百万円 百万円
通  期 

10,8 700 50 46 

(参考) １株当たり予想当期純利益(通期) 22銭   ７円

 

３.配当状況    

１株 たり配当金(円  現金配当 当 ) 

 中間期末 年間 期末 

18年3月期  00 00 14.00 15. 29.

18年9月期(実績) 13.00 － 

19年3月期(予想) － 14.00 
27.00 

※業績予想につきましては発表日現在のデータ づき作成した 、予想につ は様々な不確定要素が内在しておに基 ものであり きまして

りますので、実際の業績はこれらの予想数値と異なる場合があります。なお、上記業績予想に関する事項は連結添付資料７ページ

をご参照ください。 
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Ⅴ.中間財務諸表 

 １．中間貸借対照表 

前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成18年３月31日) 科 目 
注記 

番号 

金額(千円) 
構成比

(％) 
金額(千円) 

構成比 

(％) 
金額(千円) 

構成比

(％) 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金  1,767,636 867,769  1,423,389 

２ 売掛金  2,370,382 2,339,509  2,217,625 

３ たな卸資産  192,454 116,511  139,261 

４ その他  612,010 909,947  497,468 

流動資産合計  4,942,483 35.3 4,233,738 34.8 4,277,744 31.0

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産    

(1) 建物 ※１ 726,569 733,601  750,560 

(2) 工具器具備品 ※１ 122,564 95,887  102,360 

(3) 土地  916,617 916,617  916,617 

有形固定資産合計  1,765,751 12.6 1,746,105 14.3 1,769,537 12.9

２ 無形固定資産  501,906 3.6 475,728 3.9 513,437 3.7

３ 投資その他の資産    

(1) 投資有価証券  5,524,348 4,321,769  5,884,684 

(2) 関係会社株式  638,444 764,444  708,444 

(3) 敷金保証金  240,796 247,856  235,369 

(4) その他  414,996 424,346  432,227 

(5) 貸倒引当金  △45,000 △37,350  △36,450 

投資その他の資産合計  6,773,586 48.5 5,721,067 47.0 7,224,276 52.4

固定資産合計  9,041,244 64.7 7,942,901 65.2 9,507,251 69.0

資産合計  13,983,727 100.0 12,176,639 100.0 13,784,996 100.0
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前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成18年３月31日) 科 目 
注記 

番号 

金額(千円) 
構成比

(％) 
金額(千円) 

構成比 

(％) 
金額(千円) 

構成比

(％) 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１ 買掛金  849,023 862,798  789,159 

２ 一年以内償還予定の社債  40,000 40,000  40,000 

３ 未払法人税等  176,391 170,196  4,405 

４ 未払事業所税  6,369 6,076  11,452 

５ 未払消費税等 ※２ 52,377 54,852  63,316 

６ 賞与引当金  328,921 337,604  320,018 

７ その他  285,223 357,071  278,839 

流動負債合計  1,738,307 12.4 1,828,599 15.0 1,507,190 10.9

Ⅱ 固定負債    

１ 社債  80,000 40,000  60,000 

２ 繰延税金負債  1,119,726 459,228  1,105,379 

３ 退職給付引当金  465,706 520,930  487,799 

４ 役員退職慰労引当金  144,516 155,091  150,966 

５ 預り保証金  169,403 175,950  172,010 

固定負債合計  1,979,353 14.2 1,351,200 11.1 1,976,156 14.4

負債合計  3,717,660 26.6 3,179,800 26.1 3,483,347 25.3

（資本の部）    

Ⅰ 資本金  2,514,875 18.0 ― ― 2,514,875 18.2

Ⅱ 資本剰余金    

資本準備金  2,998,808 ―  2,998,808 

資本剰余金合計  2,998,808 21.4 ― ― 2,998,808 21.8

Ⅲ 利益剰余金    

１ 利益準備金  78,289 ―  78,289 

２ 任意積立金  3,286,959 ―  3,286,959 

３ 中間(当期)未処分利益  335,653 ―  351,804 

利益剰余金合計  3,700,902 26.5 ― ― 3,717,053 27.0

Ⅳ その他有価証券評価差額金  2,107,761 15.1 ― ― 2,101,049 15.2

Ⅴ 自己株式  △1,056,280 △7.6 ― ― △1,030,138 △7.5

資本合計  10,266,067 73.4 ― ― 10,301,648 74.7

負債・資本合計  13,983,727 100.0 ― ― 13,784,996 100.0
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前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成18年３月31日) 科 目 
注記 

番号 

金額（千円）
構成比

(％) 
金額（千円）

構成比

(％) 
金額（千円） 

構成比

(％) 

（純資産の部）    

Ⅰ 株主資本    

１ 資本金  ― 2,514,875 20.7 ― 

２ 資本剰余金    

資本準備金  ― 2,998,808  ― 

資本剰余金合計  ― 2,998,808 24.6 ― 

３ 利益剰余金    

(1) 利益準備金  ― 78,289  ― 

(2) その他利益剰余金    

  プログラム等準備金  ― 47,931  ― 

  特別償却準備金  ― 2,851  ― 

  別途積立金  ― 3,360,000  ― 

  繰越利益剰余金  ― △6,260  ― 

利益剰余金合計  ― 3,482,811 28.6 ― 

４ 自己株式  ― △1,219,008 △10.0 ― 

株主資本合計  ― 7,777,486 63.9 ― 

Ⅱ 評価・換算差額等    

その他有価証券 

評価差額金 
 ― 1,219,352  ― 

評価・換算差額等合計  ― 1,219,352 10.0 ― 

純資産合計  ― 8,996,839 73.9 ― 

負債純資産合計  ― 12,176,639 100.0 ― 
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２．中間損益計算書 

前中間会計期間 

 (自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 

 (自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日)

前事業年度要約損益計算書

 (自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日)科 目 

注記

番号

金額（千円） 
百分比

(%) 
金額（千円） 

百分比 

(%) 
金額（千円） 

百分比

(%) 

      

Ⅰ 売上高   4,982,301 100.0 5,200,150 100.0  10,207,527 100.0

Ⅱ 売上原価 ※５  4,280,404 85.9 4,514,748 86.8  8,752,782 85.7

売上総利益   701,896 14.1 685,401 13.2  1,454,744 14.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※５  478,881 9.6 504,898 9.7  973,727 9.6

営業利益   223,015 4.5 180,503 3.5  481,016 4.7

Ⅳ 営業外収益 ※１  215,936 4.3 253,692 4.9  437,171 4.3

Ⅴ 営業外費用 
※２

※５
 58,900 1.2 55,966 1.1  121,668 1.2

経常利益   380,051 7.6 378,228 7.3  796,520 7.8

Ⅵ 特別利益 ※３  9,788 0.2 2,839 0.1  20,657 0.2

Ⅶ 特別損失 ※４  22,901 0.4 589,024 11.4  266,229 2.6

税引前中間(当期)純利益 

又は税引前中間純損失(△) 
  366,937 7.4 △207,955 △4.0  550,947 5.4

法人税、住民税及び事業税  166,781 169,202  190,719 

法人税等調整額  △27,357 139,423 2.8 △256,919 △87,716 △1.7 20,669 211,388 2.1

中間(当期)純利益 

又は中間純損失(△) 
  227,514 4.6 △120,238 △2.3  339,558 3.3

前期繰越利益   110,706 ―   110,706

自己株式処分差損   2,567 ―   7,309

中間配当額   ― ―   91,151

中間(当期)未処分利益   335,653 ―   351,804
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３．中間株主資本等変動計算書 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日  至 平成18年９月30日） 

株主資本 
資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金  
資本金 

資本準備金
その他 

資本剰余金
利益準備金 プログラム

等準備金
特別償却 
準備金 別途積立金 繰越利益

剰余金 

平成18年3月31日残高(千円) 2,514,875 2,998,808 ― 78,289 69,054 7,905 3,210,000 351,804

中間会計期間中の変動額    

剰余金の配当    (注)    △97,959

役員賞与      (注)    △15,000

中間純損失    △120,238

自己株式の取得    

自己株式の処分  △1,044   

繰越利益剰余金からその

他資本剰余金への振替 
 1,044   △1,044

プログラム等準備金の 

取崩        (注) 
 △21,123   21,123

特別償却準備金の取崩(注)  △5,054  5,054

別途積立金の積立  (注)   150,000 △150,000

株主資本以外の項目の 

中間会計期間中の変動額 

（純額） 

   

中間会計期間中の変動額 

合計(千円) 
― ― ― ― △21,123 △5,054 150,000 △358,065

平成18年9月30日残高(千円) 2,514,875 2,998,808 ― 78,289 47,931 2,851 3,360,000 △6,260

 

株主資本 評価・換算差額等 
 

自己株式 株主資本合計
その他有価証
券評価差額金

評価・換算
差額等合計

純資産合計 

平成18年3月31日残高(千円) △1,030,138 8,200,599 2,101,049 2,101,049 10,301,648 

中間会計期間中の変動額   

剰余金の配当    (注)  △97,959 △97,959 

役員賞与      (注)  △15,000 △15,000 

中間純損失  △120,238 △120,238 

自己株式の取得 △194,832 △194,832 △194,832 

自己株式の処分 5,962 4,918 4,918 

繰越利益剰余金からその

他資本剰余金への振替 
 ― ― 

プログラム等準備金の 

取崩        (注) 
 ― ― 

特別償却準備金の取崩(注)  ― ― 

別途積立金の積立  (注)  ― ― 

株主資本以外の項目の 

中間会計期間中の変動額 

（純額） 

 ― △881,696 △881,696 △881,696 

中間会計期間中の変動額 

合計(千円) 
△188,870 △423,112 △881,696 △881,696 △1,304,809 

平成18年9月30日残高(千円) △1,219,008 7,777,486 1,219,352 1,219,352 8,996,839 

（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目です。 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 
(1) 有価証券 

① 売買目的有価証券 
時価法(売却原価は移動
平均法により算定)によ
っております。 

１ 資産の評価基準及び評価方法 
(1) 有価証券 

① 売買目的有価証券 
  同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 
(1) 有価証券 

① 売買目的有価証券 
同左 

② その他有価証券 
時価のあるもの 
中間会計期間末日の市
場価格等に基づく時価
法(評価差額は、全部
資本直入法により処理
し、売却原価は移動平
均法により算定)によ
っております。 

② その他有価証券 
時価のあるもの 

中間会計期間末日の市
場価格等に基づく時価
法(評価差額は、全部
純資産直入法により処
理し、売却原価は移動
平均法により算定)に
よっております。 

② その他有価証券 
時価のあるもの 

事業年度末日の市場
価格等に基づく時価
法(評価差額は、全部
資本直入法により処
理し、売却原価は移
動平均法により算定)
によっております。 

時価のないもの 
移動平均法による原価
法によっております。 

時価のないもの 
同左 

時価のないもの 
同左 

③ 子会社株式及び関連会社
株式 

移動平均法による原価
法によっております。 

③ 子会社株式及び関連会社
株式 

同左 

③ 子会社株式及び関連会社
株式 

同左 

(2) たな卸資産 
仕掛品 

個別法による原価法に
よっております。 

(2) たな卸資産 
仕掛品 

同左 

(2) たな卸資産 
仕掛品 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 
(1) 有形固定資産 

定率法によっております。 
ただし、平成10年４月１日
以降取得した建物(建物附
属設備は除く)について
は、定額法によっておりま
す。 
なお、主な耐用年数は以下
のとおりであります。 
建物      ３～39年 
工具器具備品  ４～20年 

２ 固定資産の減価償却の方法 
(1) 有形固定資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 
(1) 有形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 
定額法によっております。 
ただし、ソフトウェアにつ
いては、自社利用のソフト
ウェアは社内における利用
可能期間(５年)に基づく定
額法、市場販売目的のソフ
トウェアは販売可能有効期
間（３年）に基づく定額法
によっております。 

(2) 無形固定資産 
同左 

(2) 無形固定資産 
同左 

(3) 長期前払費用 
 定額法によっております。 

(3) 長期前払費用 
同左 

(3) 長期前払費用 
同左 
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前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 
(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に
備えるため、一般債権につ
いては貸倒実績率法によ
り、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収
可能性を検討し、回収不能
見込額を計上しておりま
す。 

３ 引当金の計上基準 
(1) 貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 
(1) 貸倒引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 
従業員に対する賞与の支給
に充てるため、当社所定の
計算方法による支給見積額
の当中間会計期間負担額を
計上しております。 

(2) 賞与引当金 
同左 

(2) 賞与引当金 
従業員に対する賞与の支給
に充てるため、当社所定の
計算方法による支給見積額
の当期負担額を計上してお
ります。 

(3) 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備える
ため、当事業年度末におけ
る退職給付債務及び年金資
産の見込額に基づき、当中
間会計期間末において発生
していると認められる額を
計上しております。 
数理計算上の差異について
は、各事業年度の発生時の
従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数(５年)に
よる按分額をそれぞれ発生
の翌事業年度より費用処理
しております。 

(3) 退職給付引当金 
同左 

(3) 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備える
ため、当事業年度末におけ
る退職給付債務及び年金資
産の見込額に基づき、当事
業年度末において発生して
いると認められる額を計上
しております。 
数理計算上の差異について
は、各事業年度の発生時の
従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数(５年)に
よる按分額をそれぞれ発生
の翌事業年度より費用処理
しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく

中間会計期間末要支給額を

計上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく

期末要支給額を計上してお

ります。 

４ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

４ リース取引の処理方法 

同左 

４ リース取引の処理方法 

同左 

５ その他中間財務諸表作成のため

の重要な事項 

 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会

計処理は、税抜方式を採用

しております。 

５ その他中間財務諸表作成のため

の重要な事項 

 消費税等の会計処理 

同左 

５ その他財務諸表作成のための重

要な事項 

   消費税等の会計処理 

同左 
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会計処理の変更 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（取次ぎ取引に関する会計処理） 
 顧客からの外注先指定に伴う取次
ぎ取引につきましては、従来、当該
顧客との取引高を売上高に、それに
係る外注費の支払いを売上原価に計
上する両建て処理にて会計処理を行
っておりましたが、当該取引につき
ましては、純額処理が企業活動の実
態をより合理的に表すものであるた
め、当中間会計期間より利益相当分
を売上高に計上する方法に変更いた
しました。この変更により、売上高
及び売上原価はそれぞれ473,780千
円減少しましたが、売上総利益に与
える影響はありません。      

 
                
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準等） 

（自己株式及び準備金の額の減少等
に関する会計基準の一部改正） 

 当中間会計期間から「貸借対照表
の純資産の部の表示に関する会計基
準」（平成17年12月９日 企業会計
基準委員会 企業会計基準第５号）
及び「貸借対照表の純資産の部の表
示に関する会計基準等の適用指針」
（平成17年12月９日 企業会計基準
委員会 企業会計基準適用指針第８
号）並びに改正後の「自己株式及び
準備金の額の減少等に関する会計基
準」（最終改正平成18年８月11日
企業会計基準委員会 企業会計基準
第１号）及び「自己株式及び準備金
の額の減少等に関する会計基準の適
用指針」（最終改正平成18年８月11
日 企業会計基準委員会 企業会計
基準適用指針第２号）を適用してお
ります。 
 これによる損益に与える影響はあ
りません。 

なお、従来の「資本の部」の合計
に相当する金額は8,996,839千円で
あります。 
 中間財務諸表等規則の改正によ
り、当中間会計期間における中間財
務諸表は、改正後の中間財務諸表等
規則により作成しております。 
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表示方法の変更 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

(中間貸借対照表) 
前中間会計期間において投資その他の資産の「その

他」に含めて表示しておりました「関係会社株式」
（前中間会計期間190,944千円）は、当中間会計期間
より区分掲記しております。 

 

 
 

追加情報 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  （取次ぎ取引に関する会計処理） 
 「ソフトウェア取引の収益の会計
処理に関する実務上の取扱い」（平
成18年３月30日 企業会計基準委員
会実務対応報告第17号）に基づき、
顧客からの外注先指定に伴う取次ぎ
取引につきましては、従来、当該顧
客との取引高を売上高に、それに係
る外注費の支払いを売上原価に計上
する両建て処理にて会計処理を行っ
ておりましたが、当該取引につきま
しては、純額処理が企業活動の実態
をより合理的に表すものであるた
め、当事業年度より利益相当分を売
上高に計上する方法に変更いたしま
した。 

この変更により、売上高及び売上
原価はそれぞれ839,736千円減少し
ましたが、売上総利益に与える影響
はありません。 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額 

441,906千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額 

505,182千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額 

479,916千円
※２ 消費税等の取扱い 
    仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ、未払消
費税等として表示しており
ます。 

※２ 消費税等の取扱い 
同左 

 
                

 
 

(中間損益計算書関係) 

 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 
受取利息 287千円 
受取配当金 59,187千円 
不動産賃貸 
収入 

100,517千円 
 

※１ 営業外収益の主要項目 
受取利息 235千円
受取配当金 49,256千円
有価証券 
売却益 

53,321千円

不動産賃貸 
収入 

103,466千円
 

※１ 営業外収益の主要項目 
受取利息 524千円
受取配当金 62,953千円
不動産賃貸 
収入 

201,955千円
 

※２ 営業外費用の主要項目 
不動産賃貸 
費用 

50,366千円 
 

※２ 営業外費用の主要項目 
不動産賃貸 
費用 

50,755千円
 

※２ 営業外費用の主要項目 
不動産賃貸 
費用 

117,838千円
 

※３ 特別利益の主要項目 
貸倒引当金 
戻入益 

7,508千円 
 

※３ 特別利益の主要項目 
投資有価証券
売却益 

2,839千円
 

※３ 特別利益の主要項目 
貸倒引当金 
戻入益 

16,058千円
 

※４ 特別損失の主要項目 
固定資産 
除却損 

4,121千円 

事務所移転 
費用 

17,293千円 
 

※４ 特別損失の主要項目 
固定資産 
除却損 

1,184千円

投資有価証 
券評価損 

115,349千円

受託ソフトウ
ェア開発損失

468,134千円
 

※４ 特別損失の主要項目 
固定資産 
除却損 

8,801千円

ソフトウェア
開発中止損失 

168,606千円
 

※５ 減価償却実施額 
有形固定資産 41,034千円 
無形固定資産 62,907千円 

 

※５ 減価償却実施額 
有形固定資産 39,662千円
無形固定資産 73,102千円

 

※５ 減価償却実施額 
有形固定資産 89,508千円
無形固定資産 133,023千円

 
 

 

（中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日  至 平成18年９月30日） 

自己株式に関する事項    

 株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

 普通株式（株） 777,418 162,356 4,500 935,274 

 （変動事由の概要） 

 増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 平成18年８月28日取締役会決議に基づく自己株式の市場買付による増加 162,300株  

 単元未満株式の買取りによる増加 56株  

 減少数の内訳は、次のとおりであります。 

 ストックオプションの権利行使による減少 4,500株  
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(リース取引関係) 

 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 オペレーティング・リース取引 
   （借主側） 
   未経過リース料 

１年以内 1,616千円 
１年超 1,532  
合計 3,148千円 
  

 

 オペレーティング・リース取引 
   （借主側） 
   未経過リース料 

１年以内 1,313千円
１年超 218  
合計 1,532千円
  

 

オペレーティング・リース取引 
   （借主側） 
   未経過リース料 

１年以内 2,189千円
１年超 ―  
合計 2,189千円
  

  
 

(有価証券関係) 

 

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時
価のあるものは、ありません。 

同左 同左 
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